


被告は,別紙 「請求相手方別請求金額一覧表」の 「相手方」欄記載の各相手

方に対し,それぞれ同表の 「請求金額」欄記載の金員及びこれに対する平成 2

9年 4月 1日 から各支払済みまで年 5分の割合による金員を支払 うよう請求せ

よ。

第 2 事案の概要

1 本件は,奈良県 (以下,法令において引用表記する場合を除き,単に 「県」

とい う。)の住民である原告 らが,県議会議員である別紙「請求相手方別請求金

額一覧表」の 「相手方」欄記載の各相手方 (以下 「相手方中川」などといい ,

全員を指す ときは「本目手方ら」とい う。)が県から交付を受けた平成 28年度の

政務活動費について,奈良県政務活動費の交付に関する条例 (平成 13年奈良

県条例第 42号。ただし,平成 29年奈良県条例第 56号による改正前のもの。

以下「本件条例」とい う。)に定める使途基準に適合 しない支出があり,相手方

らはこの支出に係る金員を法律上の原因なく利得 しているにもかかわらず,県

の執行機関である被告が相手方らに対する不当利得返還請求権の行使を怠って

いる旨主張して,被告に対 し,地方自治法 (以下「地自法」という。)242条

の 2第 1項 4号本文に基づき,相手方 らに対して前記第 1の各不当利得金 (別

紙 「請求相手方別請求金額一覧表」の 「請求金額」欄記載の金額)及びこれに

対する上記政務活動費に係る収支報告書の提出期限の翌 日であると主張する平

成 29年 4月 1日 から支払済みまで民法所定の年 5分の割合による遅延損害金

の支払を請求することを求める住民訴訟である。

2 関係法令等の定め

(1)地 自法 100条

14項 普通地方公共団体は,条例の定めるところにより,そ の議会の議

員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部 として ,

その議会における会派又は議員に対 し,政務活動費を交付すること

ができる。この場合において,当該政務活動費の交付の対象,額及
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び交付の方法並びに当該政務活動費を充てることができる経費の範

′   囲は,条例で定めなければならない。

15項 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は,条例の定める

ところにより,当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長

5        に提出するものとする。

16項 議長は, 14項の政務活動費については,その使途の透明性の確

保に努めるものとする。

(2 本件条例 (乙共 1)

1条  この条例は,地方自治法 (中略)の規定に基づき,奈良県議会議員

10       の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として,議会

における会派 (以下「会派」とい う。)及び議員に対 し,政務活動費を

交付することに関し必要な事項を定めるものとする。

2条 1項 政務活動費は,会派及び議員が実施する調査研究,研修 ,広聴広報 ,

要請陳情,住民相談,各種会議令の参加等県政の課題及び県民の意思

b       を把握 し,県政に反映させる活動その他の住民福祉の増進を図るため

に必要な活動 (次項において「政務活動」という。)に要する経費に対

して交付する。

2項 政務活動費は,(中 略)議員にあっては別表第二に定める政務活動に

要する経費に充てることができるものとする。

20     3条  政務活動費は,会派 (中略)及び議員の職にある者に対し交付する。

5条 1項 議員に係る政務活動費は,月 額 28万円を月の初 日に在職する議員

に対し交付する。

7条 1項 議長は,前条 1項の規定により会派結成届のあった会派及び政務活

動費の交付を受ける議員について,毎年度 4月 10日 までに,別に定

25       める様式により知事に通知 しなければならない。

8条  知事は,前条各項の規定による通知に係る会派及び議員について ,



政務活動費の交付の決定を行い,会派の代表者及び議員に通知しなけ

ればならない。

9条 1項 会派の代表者及び議員は,前条の規定による通知を受けた後,毎四

半期の最初の月の 15日 までに,別に定める様式により当該四半期に

属する月数分の政務活動費を請求するものとする。 (後略 )

0条 1項 政務活動費の交付を受けた会派の代表者及び議員は,当該政務活動

費に係る収入及び支出の報告書 (以下「収支報告書」とい う。)を ,別

に定める様式により,年度終了の日の翌 日から起算 して 30日 以内に ,

領収書の写し(社会慣習その他の事情によりこれを徴 しがたいときは ,

別に定める様式による支払証明書)及び議長が別に定める書類 (以下

「領収書等」と総称する。)を添えて,議長に提出しなければならない。

11条 会派又は議員は,その年度において交付を受けた政務活動費の総額

から,当該会派又は議員がその年度において行つた政務活動費による

支出 (2条に規定する政務活動費を充てることができる経費の範囲に

従つて行つた支出をい う。)の総額を控除して残余がある場合は,当該

残余の額に相当する額を速やかに返還 しなければならない。

13条  議長は,収支報告書について必要に応 じて調査を行 う等,政務活動

費の適正な運用を期す とともに,使途の透明性の確保に努めるものと

する。

14条  この条例に定めるもののほか,政務活動費の交付に関し必要な事項

は,議長が定める。

別表第二 (2条関係,抜粋 )

経 費 内 容

広聴広報費 議員が行 う県政に関する政策等の広聴広報活動に要する経費

資料購入費 議員が行 う活動のために必要な図書,資料等の購入,利用等に



要する経費

事務所費 議員が行う活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する

経費

事務費 議員が行 う活動に係る事務の遂行に要する経費

人件費 議員が行 う活動を補助する職員を雇用する経費

0 奈良県政務活動費の交付に関する規程 (平成 13年奈良県議会規程第 1号。

ただし,平成 29年奈良県議会規程第 2号による改正前のもの。以下 「本件

規程」とい う。乙共 2)

本件規程は,本件条例の施行に関し必要な事項を定めたものであり(1条 ),

収支報告書の様式 (5条),収支報告書の訂正の方法 (7条 )等について定め

ている。

に)政務活動費の手引 (以下 「本件手引」とい う。乙共 3)

県議会は,平成 25年 4月 ,政務活動費の運用方針を記載 した本件手引を

取 りまとめているところ,本件手引においては,政務活動費の使途基準の考

え方,収支報告書の記載方法やその添付書類について説明しているほか,次

のとお り定めている。

ア 広聴広報費

広聴広報費の使途内容 として,交通費,名 刺,広聴広報活動費 (会場費

等),広報紙 (印刷費,送料・配布料),ホ‐ムページ (プ ロバイダー料 ,

回線使用料,作成 。管理費)を挙げている。

この うち,広報紙については,政党活動,後援会活動等他の活動の掲載

がある場合は,掲載記事の割合等により按分 し,ホームページについては ,

広聴広報費の広報紙の例に準じて按分するものとしている。

イ 資料購入費

資料購入費の使途内容 として,政務活動に必要な書籍購入費,そ の他資

料購入費や,原則 1紙につき 1部の新聞購読料を挙げている。



ウ 事務所費

И 事務所として認められるためには,次の要件を具備 し,実際にそこが

政務活動に使用されていることが必要である。

a 事務所として外形上の形態を有 していること。

b 事務所としての機能 (事務スペース,応接スペース,事務用備品等 )

を有 していること。

c 連絡機能が整つていること。

d 賃貸の場合は,議員が契約者となっていること。

イ)自 己又は自己と生計を一にしている親族の所有する物件の賃借料,使

用料又は分担金の支出に政務活動費を充当することはできない。

また,議員が法人の代表者又は役員の地位にあり,その法人から事務

所を賃借 し,賃借料を支払 う場合には,その法人の会計処理について ,

当該賃借料が収入として適正な処理が行われていることが必要である。

(ヴ 事務所費には,事務所賃借料 。光熱水費・維持管理費・駐車場賃借料

が含まれる。このうち,駐車場賃借料は,来客専用又は来客兼用の場合

に限つて認められる。

当該事務所が他の活動に併用されている場合は,政務活動の使用時間

又は使用面積等の使用実態に応 じて按分 して政務活動費を充当する。た

だし,使用実態による按分が困難な場合は, 2分の 1を 限度 として政務

活動費を充当することができる。按分等により政務活動費を充当する場

合,賃借料・光熱水費・維持管理費・駐車場賃借料は,全て同じ害J合で

政務活動費を充当する。

工 事務費

事務費には,事務機器及び備品のリエス代並びに購入代 。自動車のリー

ス代等・通信費としての郵便料等が挙げられている。

事務機器及び備品の購入代のうち,政務活動に直接必要と認められるパ



ソコンについては充当できるものとされている。また,事務所費の賃借料・

光熱水費・維持管理費を充当している場合は,事務機器及び備品の購入代

も同じ害J合で按分する。

オ 人件費

5     И 人件費には,政務活動の補助業務のために雇用した職員の給料,手当,

社会保険料,アルバイト賃金が含まれる。

И 雇用実態を客観的に確認できる証拠書類 (雇用契約書,協定書 (覚書 ),

源泉徴収票など税務署への申告書類,社会保険・雇用保険の加入及び支

払関係の書類,出勤簿,賃金台帳等)を適切に整備することとする。

10     1ul 政務活動の補助のために雇用 した者が他の業務にも携わっている場

合は,政務活動に要した業務実態によつて按分 して政務活動費を充当す

る。ただし,業務実態が明らかでない場合には, 2分の 1を 限度 として

政務活動費を充当することができるものとする。

力 政務活動費の残余額の返還について

15     171 本件条例 11条による政務活動費の残余額の返還期限は,政務活動費

の交付を受けた年度の翌年度の 5月 末とする。

に)収支報告書を訂正した結果,交付を受けた政務活動費について新たな

残余額が生 じた場合,当該残余額についても返還する必要がある。

3 前提事実 (当事者間に争いのない事実並びに証拠及び弁論の全趣旨により容

20   易に認められる事実 )

(1)当事者

ア 原告 らは,県の住民である。

イ 被告は,県の執行機関 (知事)である。

ウ 相手方らは,平成 28年度において県議会議員であった者である。

2g   12)政 務活動費の交付 (弁論の全趣旨)

県は,相手方 らに対 し,本件条例 5条に基づき,平成 28年度の政務活動



費を交付 した。

8)政務活動費への支出 (弁論の全趣旨)

相手方らは,平成 28年 4月 から平成 29年 3月 までの間,それぞれ別紙

主張整理表 (以下,単に「主張整理表」とい う。)の「政務活動費支出額 (円 )」

欄記載の金額について政務活動費を支出した (支出費 目の詳細は,同表の「相

手方」欄記載の各相手方に対応する「費 目」,「内容」,「支出日」,「実支払額

(円 )」 ,「政務活動費支出額 (円 )」 及び「充当率 (%)」 欄記載のとおりであ

る。)。

に)住民監査請求 (甲 共 1, 2)

原告 らを含む県の住民 3名 は,平成 29年 12月 19日 ,県監査委員に対

し,県が相手方らに交付 した平成 28年度の政務活動費には本件条例に定め

る使途基準に合致 しない不適切な支出があり,これらは不当利得であるので

返還を求めるべきである旨主張して,県議会議員 24名 の政務活動費の支出

について住民監査請求をした。これに対 し,県監査委員は,平成 30年 2月

16日 ,上記請求は理由がないものと判断して棄去「し,上記住民 3名 は,そ

の頃,その結果の通知を受けた。

b)本 件訴えの提起 (当裁判所に顕著 )

上記住民 3名 の うち原告ら2名 は,平成 30年 3月 16日 ,上記県議会議

員 24名 のうち 17名 を相手方とする本件訴えを提起した。

4 争点及びこれに関する当事者の主張

本件の争点は,各政務活動費の支出の違法性であり,こ れに関する当事者の

主張は,次のとお りである (なお,主張整理表の 「原告らの主張」欄及び 「被

告の主張」欄に,「主張の要旨」欄のとお り,主張の要点を記載 している。)。

(1)相手方中川 (主張整理表の番号 1)について

ア 原告 らの主張

相手方中川は,県政報告紙代 47万 8003円 について,広聴広報費と



して政務活動費を支出している。 しかしながら,県政報告紙の現物を確認

して政務活動費の充当の適否を確認することができないため,仮定値 とし

て半額の 23万 9001円 を違法な政務活動費の充当と主張する。

イ 被告の主張

И 政務活動費支出の適法性に関する一般的主張 (以下,そ の余の相手方

らについても同様である。)

一般に,議員の自由な政務活動を確保 し,議会の審議能力を強化する

とい う政務活動費の制度の趣旨を実現するとい う本件条例及び本件規程

の趣旨からすれば,議員が本件条例及び本件規程に則つて適法に収支報

告書等を提出している以上,当該議員による政務活動費等の支出は適法

なものと推定され,政務活動費等の支出が違法であると主張する側にお

いて,こ れを推認 させる具体的事実を主張立証 しない限り,当該議員は

当該支出が適法であることを説明する義務を負わないとい うべきである。

И 相手方中川は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規

程及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 1の 1及び

2)。 したがつて,相手方中川による平成 28年度政務活動費の支出は適

法と推定され ,原告 らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張。

立証をしていないから,違法性は認められない。   ・

12)相手方川田 (主張整理表の番号 2)について

ア 原告らの主張

相手方川田は,県政報告紙を合計 4回発注 し,その費用 131万 064

5円 の 10分の 9に政務活動費を支出している。 しかしながら,県政報告

紙の現物を確認 して政務活動費の充当の適否を確認することができない

ため, 2分の 1の按分仮定値から10分の 1を 除いた 52万 4257円 は

違法な政務活動費の充当とい うべきである。

イ 被告の主張



相手方川田は,平成 28年度政務活動費について,本件条例 ,本件規程

及び本件手引に員Jつ て収支報告書等を適法に提出した (甲 2の 1ない し

5)。 したがつて,相手方川田による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定され,原告らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・立

証をしていないから,違法性は認められない。

D 相手方岡 (主張整理表の番号 3)について

ア 原告 らの主張

相手方岡は,政務活動事務所の賃借料 82万 9128円 の全額に政務活

動費を支出している。 しかしながら,相手方岡の後援会事務所は:同人の

親族が経営する介護施設内に所在 し,かつ,同後援会の収支報告書記載の

収入及び支出はいずれも0円 であるから,実質的な後援会活動は,政務活

動事務所において行われていたといえる。

したがつて,相手方岡の政務活動事務所はいわゆる併用型事務所であり,

事務所賃借料の 2分の 1で ある41万 4564円 は違法な政務活動費の

支出である。

イ 被告の主張

И 相手方岡は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 3の 1な いし

13)。 したがって,相手方岡による平成 28年度政務活動費の支出は適

法と推定され,原告らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・

立証をしていないから,違法性は認められない。

0 相手方岡の後援会事務所の所在地は,政務活動事務所とは異なる。相

手方岡の後援会は,有限会社橿原ケアセンターユースフル 21(以下「ケ

アセンター」とい う。)が 1階に所在する建物の 2階を事務所として利用

している。また,後援会の収支報告上の収支がともに 0円 であつたのは ,

後援会の活動実態がなかったか,収入が一切なく,かつ,支出を伴わな

10



いことを示すのみであるから,政務活動事務所において後援会活動が行

われていることにはならない。

に)相手方森山 (主張整理表の番号 4)について

ア 原告 らの主張

17 事務所費

相手方森山は,政務活動事務所の賃借料 として 134万 4000円 を

支払い,その全額に政務活動費を支出している (甲 4の 2)。 しかしなが

ら,相手方森山の政務活動事務所には後援会の看板が設置 されてお り,

過去には同相手方の支援団体であるサポすターズネットが使用 していた

(甲 4の 5及び 6)。 また,相手方森山の後援会事務所の届出上の所在地

は,相手方森山の自宅であり,同後援会の収入及び支出はともに 0円 で

ある (甲 4の 7)。 そして,相手方森山の自宅における後援会活動は限定

的なものと推認することができ,後援会の看板や,選挙時の選挙事務所

が政務活動事務所 と同一の場所に開設されていることなどの事情に照ら

す と,後援会活動は政務活動事務所で行われていると合理的に推認する

ことができる。

そ うすると,相手方森山の政務活動事務所は併用型事務所であるから,

賃借料の全額を充当することはできず,政務活動費の支出の 2分の 1で

ある 67万 2000円 については,違法な支出である。

に)人件費

相手方森山は,政務活動補助職員を 2名雇用 し,人件費として合計 1

44万円に政務活動費を支出している。しかしながら,前記いのとお り,

相手方森山の政務活動事務所は併用型事務所であるから,人件費も 2分

の 1を超えて政務活動費を支出することはできず,支出の 2分の 1であ

る 72万円は違法な支出である。

イ 被告の主張



相手方森山は,平成 28年度政務活動費について,本件条例 ,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出 した (甲 4の 1な いし

4)。 したがつて,相手方森山による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

И 事務所費

平成 28年度中に,政務活動事務所の敷地内に後援会の看板は設置さ

れておらず,ま た,同年度中に選挙は実施 されていないから,同 じ建物

に選挙事務所は開設 されていない。そして,後援会の収支がともに 0円

である事実から,政務活動事務所が併用型事務所であると推認すること

ができないことは,前記 13)イ に)と 同様である。

に)人件費  |

前記И と同様である。

(51 相手方藤野 (主張整理表の番号 5)について

ア 原告 らの主張

げ)広聴広報費

相手方藤野は,県政 レポー ト作成・郵送費用として,合計 77万 94

61円 を支払い,全額に政務活動費を充当している。 しかしながら,県

政報告紙の現物を確認 して政務活動費の充当の適否を確認することがで

きないため,仮定値 として半額の 38万 9730円 を違法な政務活動費

の充当と主張する。

④ 事務所費

相手方藤野は,政務活動事務所の賃借料 として,年額 90万円を支払

い,全額に政務活動費を支出している。 しか しながら,民主党まぶちす

みお,前川きよしげ及び藤野よしつぐのポスターが,政務活動事務所の

所在する建物の前面に 3枚 ,裏面に 2枚張 り出されている。また,政治

団体である「ふ じの良次サポーターズクラブ」(以下「サポーターズクラ
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ブ」とい う。)の収支報告書上の支出は40万 8000円 である (甲 5の

31)が ,同所に所在する後援会の収支は 0円 である。そ して,相手方

藤野の活動は,「サポーターズクラブ」のビアパーティーヘの出席や,国

民民主党奈良県総支部連合会幹事長の立場での活動など,党務や政治家

としての活動がほとんどである (甲 5の 32及び 33)。 また,サポータ

ーズクラブの事務所は,政務活動事務所から200m離 れた,相手方藤

野の親族が経営 しているとみられる介護サービス事務所に存在する (甲

5の 34)が ,同施設は電話番号もなく,閉業 してお り,政党活動はこ

の場所ではなく,政務活動事務所で行われたと推認できる:以上に加え ,

相手方藤野の県政報告紙である「ふじのREPORT」 は,民進党の号

外であるが,発行者は 「ふ じの良次事務所」となっている (甲 5の 35

ないし37)。 このことからすれば,相手方藤野の政務活動事務所は,後

援会事務所 との併用型事務所である。

そうすると,政務活動事務所の賃借料の 2分の 1を超えて政務活動費

を支出することはできず, 45万円は違法な政務活動費の支出である。

(引 人件費

相手方藤野は,平成 28年度に政務活動補助職員を 1名 雇用 し,人件

費として合計 104万 7000円 を支払い,そ の全額に政務活動費を支

出した。 しかしながら,前記(イ )の とおり,相手方藤野の政務活動事務所

は併用型事務所であるから,人件費も 2分の 1を超えて政務活動費を支

出することはできず, 2分の 1である52万 3500円 は違法な政務活

動費の支出である。

イ 被告の主張

相手方藤野は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 5の 1ないし2

8)。 したがつて,相手方藤野による平成 28年度政務活動費の支出は適法
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(6)

と推定される。

l~/1 広聴広報費

原告 らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・立証をして

いないから,違法性は認められない。

И 事務所費

原告 ら指摘のポスターは,平成 28年度当時には外壁に掲示されてい

ない。また,政務活動事務所の外壁に政党主催の演説会のポスターが掲

示されているからといつて,経験員J上 ,そ の事務所において政治活動が

行われていると推認できるものではない (乙 5の 1)。 さらに,サポータ

ーズクラブの平成 28年度の収支は,政務活動費の支出の可否とは関係

がなく,後援会の収支がともに 0円であることから,併用型事務所であ

ると推認することができないことは,前記椰)イ 0と 同様である。

(引 人件費

前記に)と 同様である。

相手方中野 (補助参加人。主張整理表の番号 6)に ついて

原告 らの主張

И 事務所費

相手方中野は,政務活動事務所の賃借料 として合計 180万 円を支払

い,そ の全額に政務活動費を支出している。 しかしながら,同人の政務

活動事務所には, 自由民主党や国会議員である高市早苗の看板が設置さ

れている (甲 6の 15及び 16)。 また,相 手方中野が代表者を務める政

治団体である「なら21政経研究会」 (以下 「政経研究会」とい う。)の

所在地は,現在別の場所に移動 してお り,後援会活動は相手方中野の政

務活動事務所において行われていると推認できる(甲 6の 17)。 そして ,

政経研究会の収入は 65万円,支出は 76万 5000円 であり,活動内

容は限定的であつたといえるし,政務活動事務所から450m離 れた場
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所に所在 していたことも併せ考えると,相手方中野の政務活動事務所に

おいて,後援会活動が行われていたと推認できる。 さらに,政務活動事

務所の貸主である関西興産株式会社 (以下「関西興産」とい う。)の代表

取締役は相手方中野であり,同社の所有物は相手方中野の所有物とみな

されるから,同社に対する事務所賃借料の支払は違法である。

なお,本件手引は,同族会社の所有物は,その会社代表者の所有物 と

同視 し得るとい う点を理解 していないものであり,本件条例に反する違

法な規定である。

以上に加え,相手方中野は,平成 29年度においても,政務活動事務

所 として平成 28年度以前と同一の物件を関西興産から賃借 しているに

もかかわらず,平成 29年度分の賃借料には政務活動費を支出しておら

ず ,同建物における賃借面積の半分を後援会使用として報告 してお り(甲

6の 20),こ の使用実態は平成 28年度以前も同様であつたといえる。

したがつて,相手方中野の政務活動事務所の賃借料については,政務

活動費を支出することは許されないものとい うべきであり, 180万 円

全額が違法な政務活動費の支出である。

に)人件費

相手方中野は,政務活動専用職員 として 1名 を雇用 し,合計 72万円

を支払い,全額に政務活動費を支出している。 しかしながら,相手方中

野の政務活動事務所は後援会活動も行われているから併用型事務所であ

り,職員の活動にも後援会活動が含まれているといえるから, 2分の 1

を超えて政務活動費を支出することはできず, 36万円の政務活動費の

支出は違法であるc

イ 被告及び補助参加人の主張

相手方中野は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に貝Jつ て収支報告書等を適法に提出した (甲 6の 1な いし
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4)。 したがって,相手方中野による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

171 事務所費

平成 28年度中の看板掲出は,建物に隣接する資金管理団体の事務所

において自由民主党の支部宛ての郵便物を受け取るためであって,政務

活動事務所とは何 ら関係がない (乙 6の 1な いし 3)。 また,国会議員で

ある高市早苗氏の看板も,別の建物に設置されてお り,設置者はコスモ

住建であるから,政務活動事務所とは何 ら関係がなく (乙 6の 1ないし

3),そ もそも政務活動事務所周辺に国会議員の看板があつたとしても,

同事務所で政治活動が行われていると推認することはできない。さらに ,

政経研究会の収支は,政務活動事務所賃借料の支出の違法性 と何ら関係

がない。そして,相手方中野の政務活動事務所が所在する建物の賃貸人

は相手方中野ではなく,関西興産である。以上に加え,政務活動事務所 ,

後援会事務所 ,資金管理団体事務所がそれぞれ実体として独立 してお り,

同一箇所に存在するような外見であつても,政務活動事務所は附属建物 ,

後援会事務所と資金管理団体は主たる建物にあるし,部屋は分離独立し

てお り,各事務所の入 口も別である。

したがって,政務活動事務所において後援会活動等が行われていたと

はいえず,賃借料金額への政務活動費の支出は適法である。

ぼ)人件費

前記Иと同様である。

(7)相手方安井 (主張整理表の番号 7)について

ア 原告らの主張

И 広聴広報費

相手方安井は,県政だよりの印刷・折込代として 51万 3890円 を

支払い,全額に政務活動費を支出している。 しかしながら,県政だより
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の現物を確認 して政務活動費の充当の適否を確認することができないた

め,仮定値として半額の 25万 6945円 を違法な政務活動費の充当と

主張する。

m 事務所費

相手方安井は,事務所賃借料 (駐車場賃借料含む)と して 43万 72

80円 を支払い,全額に政務活動費を支出している。 しか しながら,相

手方安井の政務活動事務所には看板がなく (甲 7の 30),「事務所とし

ての外形上の形態を有 している」 とはいえない。また,相手方安井のホ

ームページ上に政務活動事務所の所在地や電話番号の記載がなく,「連絡

機能が整っている」ともいえない し,そ の面積に照 らす と,「事務所機能

を有 している」ともいえない。

そ うすると,相手方安井の賃借物件は,本件手引において,そ の賃借

料に政務活動費を支出することができる政務活動事務所 としての要件を

満たしておらず,政務活動費の支出は全額違法である。

u 人件費

相手方安井は,政務活動に従事する職員を1名雇用し,月 額 5万円を

支払い,平成 29年 6月 分及び 7月 分については事務所賃借料の按分割

合と同様の割合で,その他の月については100%の 害J合で,合計 57

万0498円 の政務活動費を支出している。 しかしながら,前記0と 同

様の理由から,政務活動費の支出全額が違法である。

イ 被告の主張

相手方安井は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 7の 1な いし2

8)。 したがつて,相手方安井による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

И 広聴広報費
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原告 らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・立証をして

いないから,違法性は認められない。

0 事務所費

平成 28年 6月 及び 7月 の事務所費及び人件費に政務活動費を按分充

当したのは,参議院議員選挙候補者佐藤啓氏の連絡事務所 としても使用

してお り,使用実態に応 じたためである。

そして,相手方安井の政務活動事務所には看板があり,電話及びファ

ックスが備え付けられて連絡機能も整ってお り,事務スペースなどの十

分な機能がある (乙 7の 1)か ら,政務活動事務所 としての要件が全て

備わつてお り,同事務所賃借料への政務活動費の支出は適法である。

(引 人件費

相手方安井の政務活動事務所においては,職員が政務活動の補助業務

に専従 していたから,人件費の全額に政務活動費を支出したことは適法

である。

(81 相手方奥山 (主張整理表の番号 8)について

ア 原告 らの主張

171 事務所費

相手方奥山は,政務活動事務所の賃借料として, 42万円を平成 28

年度末に一括で支払い,そ の全額に政務活動費を支出している。 しかし

ながら,同事務所の入口には 「かしば 21世紀倶楽部後援会事務所」の

看板があり (甲 8の 3及び 7),同後援会の収入は 122万 0005円 ,

支出は 51万 7851円 (甲 8の 8)であって,活動費用が少ないこと

に照らすと,後援会活動は政務活動事務所において行われていたといえ

るから,同事務所は後援会との併用型事務所である。また,同後援会の

所在地は社会福祉法人の施設内であり,同所での活動内容は限定的であ

ると考えられるし,後援会の届出電話番号は携帯電話であって,担当者
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は相手方奥山の親族である同施設長である。そ うすると,後援会に常駐

する職員は設置されていないと推認することができ,後援会活動は政務

活動事務所で行われていると推認できる。

したがって, 2分の 1を超えて政務活動費を支出することはできず ,

21万円は違法な政務活動費の支出である。

(イ)人件費

相手方奥山は,政務活動補助職員を 3名雇用 し,合計 108万 900

0円 を支払い,その全額に政務活動費を支出している。 しか しながら,

前記171の とお り,同人の政務活動事務所は併用型事務所であるから,職

員 らも後援会活動等を行つていたといえ, 2分の 1を超えて政務活動費

を支出することはできず, 54万 4500円 の政務活動費の支出は違法

である。

イ 被告の主張

相手方奥山は,平成 28年度政務活動費について,本件条例 ,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 8の 1ない し

7)。 したがつて,相手方奥山による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

И 事務所費

平成 28年度中に政務活動事務所の入居する建物の前に後援会の看板

が設置 された事実はない。また,社会福祉法人の運営する「福寿会」と

後援会の所在地は別であり,後援会に常駐する職員がいないことが推認

されることはない。さらに,政務活動事務所の人口には,同事務所を示

す看板が設置されている。加えて,後援会の平成 28年度の収支は,政

務活動費の支出の可否 とは関係がなく,後援会の収支がともに O円 であ

るとい う事実から,併用型事務所であると推認することができないこと

は,前記(0イ 0と 同様である。
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(9)

に)人件費

相手方奥山の雇用した職員 らは,政務活動の補助業務に専従 していた

から,人件費の全額に政務活動費を支出したことは適法である。

相手方小泉 (主張整理表の番号 9)について

ア 原告 らの主張

И 事務所費

相手方小泉は,政務活動事務所の賃借料 として年額 72万 3240円 ,

同事務所の警備費として年額 6万 4800円 ,駐車場代 として 45万 0

648円 を支払い,そ の金額に政務活動費を支出している。 しかしなが

ら,相手方小泉の政務活動事務所が所在する建物には,国会議員である

高市早苗及び堀井いわおの看板並びに相手方小泉の後援会の看板が設置

されている。また,平成 27年 4月 の選挙時に政務活動事務所を選挙事

務所 として使用 しているところ,選挙後は相手方小泉の看板があるのみ

であるが,後援会の収入は 119万 4041円 ,支出は 121万 840

9円 で,組織活動費は 45万 3322円 ,機関紙発行費は 39万 204

5円 ,諸経費は 37万 3042円 であつて,人件費は 0円 である (甲 9

の 9)。 そして,広報紙 (甲 9の 10)は , 1頁及び 2頁が相手方小泉の

県政報告紙である「スプリング」であり, 3頁及び 4頁は 「泉栄県政会

だより」であるが,そ の中で,後援会が活発な活動を報告 してお り,か

つ ,「′卜泉米造の相談室」は 3頁に記載され,所在地及び電話番号が記載

されているが,これは政務活動事務所と同じものである。さらに,選挙

活動や後援会活動は,政務活動事務所を拠点に行われていた (甲 9の 1

0ないし12)。

したがつて,相手方小泉の政務活動事務所は,後援会との併用型事務

所であり, 2分の 1を超えて賃借料に政務活動費を支出することはでき

ないから, 61万 9344円 の政務活動費の支出は違法である。



的 人件費

相手方小泉は,政務活動補助職員を2名雇用し,合計 132万円を支

払い,その全額に政務活動費を支出している。しかしながら,前記171の

とおり,併用型事務所における職員であるから, 2分の 1を超えて政務

活動費を支出することはできず, 66万円の政務活動費の支出は違法で

ある。

り 事務費

相手方小泉は,パ ソコン購入費 6万円を支払い,全額に政務活動費を

支出している。しかしながら,前記0の とおり,政務活動事務所は併用

型事務所であるから,事務費についても2分の 1を超えて政務活動費を

支出することはできず, 3万円の政務活動費の支出は違法である。

イ 被告の主張

相手方小泉は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 9の 1ないし

5)。 したがって,相手方小泉による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

m 事務所費

平成 28年度中には原告らが指摘する看板は掲出されていない。

また,国会議員の看板は,政務活動事務所建物及びその敷地の所有者

が設置したものである (乙 9の 1)から, これをもつて政務活動費の支

出が違法であるということはできない。

そして,広報紙は,議会活動などの報告を行うとともに県民の意思を

募るためのものであり (乙 9の 1及び 2),小泉米造相談室として記載し

ているものは,県民の意思を募るためであり,後援会事務所の所在を示

すための記載ではない。

さらに,後援会の平成 28年度の収支は,事務所費への政務活動費の

，
“
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支出の可否とは関係がなく,後援会の人件費が 0円 である事実から併用

型事務所であると推認することができないことは,前記(3イ 0と 同様で

ある。

したがって,相手方小泉の政務活動事務所は併用型事務所 とはいえず ,

賃借料等の全額に政務活動費を支出したことは適法である。

的 人件費

前記0と 同様である。

(ヴ 事務費

前記И と同様である。

相手方中村 (主張整理表の番号 10)に ついて

ア 原告らの主張

相手方中村は,広報紙である「21セ ンチュリー」の作成・郵送費 とし

て,8件分の合計 299万 1208円 を支払い,目 的外支出分を控除 して ,

263万 0806円 に政務活動費を支出した。このうち, 4件については

12分の 11,そ の他の 4件については 16分の 14に政務活動費を支出

している。 しかしながら, 21セ ンチュリーの現物を確認 して政務活動費

の充当の適否を確認することができないため,仮定値として半額を超える

政務活動費の支出は違法として,これと相手方中村の按分充当率分との差

額の合計である 113万 5202円 の政務活動費の支出が違法と主張す

る。

イ 被告の主張

相手方中村は,平成 28年度政務活動費について,本件条例 ,本件規程

及び本件手引に員Jつ て収支報告書等を適法に提出した (甲 10の 1ないし

3)。 したがつて,相手方中村による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定され,原告 らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・立

証をしていないから,違法性は認められない。



口 相手方川 口 (主張整理表の番号 11)に っいて

ア 原告らの主張

И 広聴広報費

相手方川口は,県政ニュース 2通 を発行 してお り,平成 28年 9月 発

行分の 55万 6200円 ,平成 29年 1月 発行分の 56万 7864円 は

いずれも2分の 1の按分割合で政務活動費を支出している。 しかしなが

ら,同発行費の領収書の宛名はいずれも相手方川国の後援会である。ま

た,同広報紙の現物が未確認であるから,具体的な按分割合は不明であ

るところ,平成 27年度に発行 された広報紙 (甲 11の 4)の記載に照

らすと,後援会活動の宣伝色が強く,仮定値 として, 4分 の 1を超えて

政務活動費を支出することはできないとい うべきである。

したがって, 28万 1016円 の政務活動費の支出が違法である。

И 人件費

相手方川回は,政務活動補助職員を 3名 雇用 し,合計 265万 360

8円 を支払い,全額に政務活動費を支出している。 しかしながら,相手

方川回の政務活動事務所は,同人の後援会 (「り|1口 正志後援会」及び「豊

′ 正会」)事務所 との併用型事務所であり,かつ,政務活動事務所が入居す

る建物には,奈良県中小企業連合会等の団体も入居 している。また,政

務活動事務所の電気代及び電話代は 3分の 1の按分害J合で政務活動費を

支出していることに照 らすと,政務活動補助職員が政務活動に専従 して

いるとい うのは不合理である。さらに,「り|1口 正志後援会」の事務を中小

企業連合会が担当してお り,同後援会の収入は462万 8000円 (う

ち 300万 円は豊正会からの寄付),支 出は 354万 3000円 (う ち 1

17万円は機関誌紙の発行費用)であつて,人件費は 0円 であった (甲

11の 12)。 そ して,政務活動補助職員 4名 ,中小企業連合会の職員 3

名が政務活動事務所に配置されているとい うが,4名 もの政務活動補助

23



職員が後援会活動を全く行わないというのは不自然であり,相手方川 口

個人の広報紙の発行人も後援会である (甲 11の 13)こ とを加味する

と,全額に政務活動費を支出することは合理性を欠 くといえる。また ,

中小企業連合会は,法人会員 650件 ,個人会員 4500件 (甲 11の

14)で あつて,相手方川 国の個人的な後援会費用を負担 させておいて

よいはずはない。

したがって,政務活動補助職員 3名 に対 して支払つた金額について ,

少なくとも2分の 1を超えて政務活動費を支出することはできず, 13

2万 6804円 の政務活動費の支出は違法である。

イ 被告の主張

相手方川 口は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 11の 1な いし

11)。 したがつて,相手方川 口による平成 28年度政務活動費の支出は適

法と推定される。

И 広聴広報費

原告 らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張 0立証をして

いないから,違法性は認められない。

0 人件費

中小企業連合会は,相 手方川口が代表を務める任意団体である。そ し

て,本件手引では,政務活動事務所の賃借料に政務活動費を按分充当し

た場合には,光熱水費,維持管理費,駐車場賃借料も同率で按分充当す

るように定められているが,人件費についてはそのような定めはなく,

かつ,本件手引には,人件費は政務活動の補助のために雇用 した者が他

の業務にも携わっている場合についてのみ,按分充当することを求めて

いる。

そ うすると,仮に政務活動事務所が政務活動専用ではなかったとして



も,雇用した職員が政務活動に専従 していた場合には,その人件費の全

額に政務活動費を支出することが可能である。

したがつて,人件費の全額について政務活動費を支出したことは適法

である。

u21 相手方田尻 (主張整理表の番号 12)に ついて

ア 原告 らの主張

И 広聴広報費

相手方田尻は,県政ニュース印刷代・郵送代 5件分の合計 157万 9

298円 を支払い,そ の全額に政務活動費を支出している。 しかしなが

ら,県政ニュースの現物を確認 して政務活動費の充当の適否を確認する

ことができないため,仮定値として半額の 78万 9649円 を違法な政

務活動費の充当と主張する。

0 事務所費

相手方田尻は,政務活動事務所の賃借料 として 89万 0798円 を支

出し,その全額に政務活動費を支出している。 しかしながら,同人の後

援会事務所は,閑静な住宅街にある同人の自宅に所在 し,政務活動事務

所 と離れた場所に所在 しているから,後援会活動は政務活動事務所で行

わざるを得ないといえる。また,相手方田尻のホームペニジ (甲 12の

25)で は,奈良県政への要望等を募集する文言が記載され,こ れは政

務活動の側面と後援会活動の側面を有してお り,ホームページで後援会

事務所が別途紹介されていない。さらに,同人の 2つの後援会について ,

支出は併せて 46万円と少額である。これ らの事情に照らす と,同人の

政務活動事務所は併用型事務所であるといえる。

したがって, 2分の 1を超えて政務活動費を支出することはできず ,

44万 5399円 の政務活動費の支出は違法である。

(ヴ 人件費
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相手方田尻は,政務活動補助職員 2名 を雇用 し, 103万 5000円

を支払い,全額に政務活動費を充当している。 しかしながら,前記に)の

とお り,相手方田尻の政務活動事務所は併用型事務所であるから, 2分

の 1を超えて政務活動費を充当するのは違法であり, 51万 7500円

の政務活動費の支出は違法である。

被告の主張

相手方田尻は,平成 28年度政務活動費について,本件条例 ,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 12の 1ないし

22)。 したがつて,相手方田尻による平成 28年度政務活動費の支出は適

法と推定される。

И 広聴広報費

原告らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・立証をして

いないから,違法性は認められない。

(イ)事務所費

原告らが指摘する相手方田尻のホーム
ページ上の記載内容は,政務活

動そのものであり,これをもちて,相手方田尻の政務活動事務所におい

て後援会活動が行われていたとい うことはできない。

したがって,政務活動費を全額支出したことは適法である。

(引 人件費

前記0と 同様である。

相手方田中 (主張整理表の番号 13)に ついて

ア 原告 らの主張

171 広聴広報費

相手方田中は,県政ネットワーク印刷代・折込代 5件分の合計 55万

7178円 を支払い,その全額に政務活動費を支出している。 しかしな

がら,県政ネットワークの現物を確認 して政務活動費の充当の適否を確
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認することができないため,仮定値 として半額の 27万 8589円 を違

法な政務活動費の充当と主張する。

И 資料購入費

相手方田中は,「昭和天皇実録」第 8巻から第 12巻までを 1万 020

5円 で購入し,文藝春秋及び中央公論の各 11月 号を合計 1810円 で

購入 してお り,これら全額に政務活動費を支出している。しか しながら,

これ らの書籍は,政務活動 との関連性が薄 く,必要性が乏 しいから,政

務活動費を支出することは許されない。

したがって,合計 1万 2015円 の政務活動費の支出は違法である。

イ 被告の主張

相手方田中は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 13の 1ないし

10)。 したがつて,相手方田中による平成 28年度政務活動費の支出は適

法と推定される。

И 広聴広報費

原告 らは,支出の違法性を基礎付ける具体的事実の主張・立証をして

いないから,違法性は認められない。

(イ)資料購入費

相手方田中が購入 した書物が政務活動 と関連性が低いとい う根拠はな

い 。

昭和天皇実録は, 日本の政治,社会及び文化など,昭和史の根幹を研

究 し,奈良県の姿はどうあるべきかなど, 日本の始まりである奈良県の

存在価値を見直 し,施策提案に反映させるための資料 として購入 したも

のである。また,中央公論等の雑誌は,政治経済等の社会問題やこれに

対する意見を把握することで広い見地から奈良県政の課題を調査するた

めの資料 として購入 してお り,政務活動 と関連性が認められる。
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したがつて,前記各資料の購入費に政務活動費を支出することは適法

である。

相手方秋本 (主張整理表の番号 14)に ついて

ア 原告らの主張

相手方秋本は,政務活動補助職員を 2名雇用 して給料を支払い,その う

ち,直接雇用 している職員 1名 については,給料の 2分の 1に政務活動費

を充当し,派遣職員 1名 については,給料の全額に政務活動費を充当して

いる。 しかしながら,後援会広報部が発行 した広報紙記載の後援会所在地

は,政務活動事務所と同じである (甲 14の 5)。 また,相手方秋本のホー

ムページには,平成 29年 1月 頃から同年 3月 頃の間に変更されるまでは ,

後援会事務所の所在地及び電話番号として,政務活動事務所のものと同じ

ものが記載 されていた (甲 14の 4及び 7)。 そ うすると,政務活動事務所

内に後援会事務所が存在 しているといえ,派遣職員だけ政務活動専用職員

とする根拠はなく,不合理である。

さらに,平成 30年の選挙の際には,政務活動事務所の玄関に,移転先

を選挙事務所とする張 り紙があり,選挙期間中には政務活動事務所は閉鎖

された状態であつたから,前記派遣職員も,選挙事務所が稼働先となって

お り,政務活動に専従 していたとはいえないから, 2分の 1を超えて政務

活動費を支出することはできず, 87万 6826円 の政務活動費を支出す

るのは違法である。

イ 被告の主張

相手方秋本は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則って収支報告書等を適法に提出した (甲 14の 1ないし

3)。 したがつて,相手方秋本による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

後援会広報部の電話番号及びFAX番 号は,後援会事務所のもの (乙 1
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4の 1及び 3)であるから,政務活動事務所 と後援会事務所は別途存在 し

ている。平成 29年 3月 頃にホームページを訂正するまでは,後援会事務

所の所在地及び電話番号について誤つた記載がされていたが,現在では訂

正され,正 しい所在地が記載されている (乙 14の 1ない し 3)。 また,広

報紙に記載された後援会広報部の所在地として,政務活動事務所の所在地

が記載されていたが, これも誤記である (乙 14の 1)。

したがって,相手方秋本が雇用する職員の うち,派遣職員の給料全額に

政務活動費を支出することは適法である。

相手方西川 (主張整理表の番号 15)に ついて

ア 原告らの主張

相手方西川が雇用 した政務活動補助職員について,当初の給料は月額 1

8万円であつたのに,の ちに46万円に増額 している。この増額は社会常

識に反するものであり,同職員の生活保障の必要性はないから,本件条例

2条に違反 している。また,相手方西川の後援会の収支報告書上の支出額

は 249万 4968円 であるが,人件費は 0円 であり,整合性がない。

相手方西川は,後援会活動を兼務する職員について,後援会負担分を個

人の私財から負担 したとしているが, これは政治資金規正法を骨抜きにす

るものであり,認められない。 したがって,支払の実態が不明であるとい

わざるを得ず,充当額全額 241万 円は違法な支出である。

イ 被告の主張

相手方西川は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に員Jつ て収支報告書等を適法に提出した (甲 15の 1ないし

23)。 したがつて,相手方西川による平成 28年度政務活動費の支出は適

法と推定される。

そして,相手方西川は,実際に雇用 し,給料を支払つた職員について ,

政務活動費を支出している。また,政務活動以外の業務に従事させた職員
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については,業務実態で按分することが困難であつたため,本件手引に従

い, 2分の 1の割合で按分 し,政務活動費を支出した。そして,政務活動

費を支出しなかつた 2分の 1については,相手方西川個人が負担 した。

したがって,相手方西川が雇用する職員に対する給料の支払には何 らの

問題もなく,適法である。

相手方松尾 (主張整理表の番号 16)に ついて

ア 原告らの主張

相手方松尾は,政務活動補助職員 1名 を雇用 し, 240万 円を支払い ,

その 2分の 1に政務活動費を支出している。 しかしながら,同人が代表を

務める政治団体の収支報告書上の支出は 238万 6589円 であり (甲 1

6の 3),そのうち,人件費は 60万 円のみであつた。

そ うすると,後援会において人件費を要 した職員は同一人物のはずであ

るから,相手方松尾が政務活動補助職員の給料 として政務活動費を支出し

た 120万 円と,政治団体の収支報告書上の人件費支出 60万 円の差額で

ある60万円が違法な政務活動費の支出である。

イ 被告の主張

相手方松尾は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 16の 1及び

2)。 したがつて,相手方松尾による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

そして,相手方松尾が雇用 した職員については,業務実態に応 じた按分

充当が不可能であらたから,その 2分の 1について政務活動費を支出し,

その余の給料については,後援会及び相手方松尾本人が 4分の 1ずつ支払

った (乙 16の 1ないし 3)。

したがって,相手方松尾が雇用する職員に対する給料の支払には何 らの

問題もなく,適法である。



固 相手方松本 (主張整理表の番号 17)に ついて

ア 原告らの主張

相手方松本は,政務活動補助職員 2名 を雇用 し,その うち 1名 には月額

18万 円 (年額 216万 円)を ,他の 1名 には月額 14万円 (年額 168

万円)をそれぞれ支払い,その 2分の 1ずつ (合計 192万 円)に政務活

動費を支出した。 しかしながら,相手方松本が代表を務める政治団体の収

支報告書上の収入は,相手方松本からの寄付 48万 円と,政治団体からの

寄付 60万円であり,支出は,人件費のみの 108万 円である (甲 17の

3及び 4)。 そして,支出した人件費は,後援会 108万 円,政務活動費 1

08万円となるはずであるから,合計でも 216万 円になるはずである。

それにもかかわらず,職員の給料を合計 384万 円支出しているのであれ

ば,後援会からの支出は更に 84万円必要 となり,同額の収入も必要とな

る。前記のとお り,政務活動費の支出と整合性がない。また,政治団体の

活動実態は不明である。

そ うすると,政務活動費を支出した 192万 円と,後援会の人件費 10

8万円の差額である84万円について,違法な政務活動費の支出である。

イ 被告の主張

相手方松本は,平成 28年度政務活動費について,本件条例,本件規程

及び本件手引に則つて収支報告書等を適法に提出した (甲 17の 1及び

2)。 したがつて,相手方松本による平成 28年度政務活動費の支出は適法

と推定される。

そして,相手方松本が雇用 した職員については,その業務実態から政務

活動費の按分充当が困難であったことから,各職員の給料のうち, 2分の

1について政務活動費に充当した。また,月 給 18万 円の職員については ,

政務活動費を支出しなかった残 りの 108万 円を後援会が支出した。 さら

に,月 給 14万 円の職員については,残 りの 84万 円を相手方松本の親族
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15

が経営する松本運送株式会社 (以下「松本運送」とい う。)が支払つた (乙

17の 1な いし3)。 そして,松本運送が人件費を支出した職員は,政務活

動 と松本運送の業務に従事 していたものであり (乙 17の 1),後援会活動

には従事 していない。

そ うすると,相手方松本が雇用した職員の人件費に政務活動費を支出す

ることは,適法である。

第 3 当裁判所の判断

1 主張立証責任の所在について

(1)本件は,原告 らが,被告に対 し,補助参加人を含む相手方 らに対 して不当

利得返還請求権を行使するよう求めるものである。 したがつて,県が上記不

当利得返還請求権を有することについては,原告 らがその発生原因事実を主

張立証 しなければならない。すなわち,原告 らは,本件においては,その主

張する相手方らの支出に対する政務活動費の充当が法律上の原因を欠くもの

であること,いい換えれば,上記支出が政務活動費に該当しないことを主張

立証 しなければならない。

9)も つとも,議員の政策立案のための調査研究その他の活動の重要性に鑑み ,

これに資するため必要な経費の一部として議員に交付されるようになったと

い う政務活動費制度の趣旨に照らし,適正な支出が求められることはい うま

でもないし,具体的な支出の使途の適否ない し当否については,最終的には ,

住民の政治的判断に委ねられるべきものとい うべきである。

しかしながら,前記第 2の 2の関係法令等の定めのとお り,県では,政務

活動費について,本件条例及びその施行に関して必要な事項を定めた本件規

程を制定 し,政務活動費の使途に関して基準を定め,さ らに,政務活動費の

運用方針を定めた本件手引を参照することとしてこれを周知させ,も つて政

務活動費の支出の適正を確保 していることが認められる。これらの定めによ

れば,政務活動費の交付を受けた議員は,県議会議長に対 し,所定の収支報



告書を提出しなければならないが,こ れには,支出した項 目ごとに支出,主

たる支出の内訳を記載 し,支出の裏付けとなるべき領収書等を添付すべきこ

、とが定められてお り,政務活動費を支出金の一部に充当
。按分する場合には ,

按分率及び政務活動費の支出を記載することとされている。政務活動費につ

いてこのような定めがされているのは,議会における議員の上記活動の重要

性に鑑み,議員の自由な調査研究その他の活動を確保 し, もって議会の審議

能力を強化するとい う政務活動費制度の趣旨を実現するとともに,その支出

の適正を図ることにあるものと考えられる。そして,政務活動費の交付を受

けた議員は,こ れ らの定めるところに従い,所定の記載をした収支報告書等

を提出した場合には,それぞれの政務活動費の支出については,一応上記報

告書どお りに行われたものと推認 される。

したがって,これ らの収支報告に係る政務活動費の支出の うち目的外支出

があつて,これが議員において不当利得となると主張するのであれば,当該

支出が違法ないし不当であるとする者 (本件では原告ら)において,こ れを

主張立証 しなければならないものと解するのが相当である。

以上を前提に,以下,本件の争点にういて検討する。

2 争点(1)(相手方中川。主張整理表の番号 1)について

(1)原告らは,前記第 2の 4(1)ア のとお り主張する。

12)しかしながら,本件の全証拠を検討 しても,相手方中川の広報紙の掲載内

容を具体的に特定することはできないから,原告 らの上記主張は採用するこ

とができない。

3 争′像レ)(相手方川田。主張整理表の番号 2)について

(1)原告 らは,前記第 2の 4(2)ア のとお り主張する。

9)し かしながら,本件の全証拠を検討 しても,相手方川田の広報紙の掲載内

容を具体的に特定することはできないから,原告 らの上記主張は採用するこ

とができない。



4 争点13)(相手方岡。主張整理表の番号 3)について

(1)証拠 (甲 3の 1な いし15,乙 3の 1)及 び弁論の全趣旨によれば,次の

事実が認められる。

ア 相手方岡は,平成 28年度に,政務活動事務所の賃借料として合計 82

万 9128円 を支払い,全額に政務活動費を支出し,収支報告書を県議会

議長に提出した (甲 3の 1ないし 13)。

イ 岡美希が代表者を務める「有限会社橿原ケアセンター ユースフル 21」

(クアセンター)の主たる事務所の所在地は,「奈良県橿原市四条町 765

番地の 15」 であり,相手方岡が代表者を務める「岡史朗後援会」(以下「岡

後援会」という。)の主たる事務所所在地も同所 とされているが,同所に所

在する 1棟の建物は, 2階部分を岡後援会が事務所として使用 し, 1階部

分をケアセンターが使用 している (甲 3の 14及び 15,乙 3の 1)。

ウ 岡後援会の平成 28年度分の収支は,いずれも0円 である (甲 3の 15)。

② 原告 らは,前記第 2の 4(31ア のとお り主張する。

しかしながら,相手方岡は収支報告書を適法に提出している (前記(1)ア )。

また,岡後援会とケアセンターは互いに独立してお り (前記 (1)イ ),後援会活

動を後援会の事務所で行 うことができないとはいえない。 さらに,岡後援会

の収支がともに 0円 であった (前記(1)ウ )と しても,こ の事実をもって,政

務活動事務所において後援会活動が行われていたということにはならない。

したがつて,原告らの上記主張は採用することができない。

5 争′点に)(相手方森山。主張整理表の番号 4)について

(1)事務所費について

ア 証拠 (甲 4の 1及び 2, 4の 5ないし9)及び弁論の全趣旨によれば ,

次の事実が認められる。

И 相手方森山は,平成 28年度に,政務活動事務所の賃借料として合計
134万 4000円 を支払い,全額に政務活動費を支出し,収支報告書
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を県議会議長に提出した (甲 4の 1及び 2)。

m 平成 27年 4月 及び同年 9月 に撮影 された相手方森山の政務活動事

務所近辺の写真には,そ の敷地入口に,「奈良県議会議員 森山よしふみ

後援会」と記載 された看板が設置されている様子が写
つている (甲 4の

5及び 8)6ま た,平成 29年 12月 に撮影 された同所の写真には,「森

山よしふみ」と記載 された看板が設置されている様子が写
つているが ,

同看板には,「後援会」という記載はない (甲 4の 9)。

ゆ  「森山よしふみサポーターズ 。ネット」のホームページ上に掲載 され

た写真には,相手方森山の政務活動事務所前の敷地に相手方森山の支援

者 らが集まっている様子が収められているが,同写真の撮影年月 日は不

明である (甲 4の 6)。

l」
El 相手方森山が代表者を務める後援会の主たる事務所の所在地は,相手

方森山の自宅が所在する
「奈良県橿原市十市町 1160-30」 である。

`ま た,同後援会の平成 28年度分の収入及び支出は,いずれも0円 であ

る。 (以上,甲 4の 7,弁論の全趣旨)

イ 原告 らは,前記第 2の 4に )アИのとお り主張する。

しかしながら,看板が掲出されていたのは平成 27年及び平成 29年に

おいてであり (前記ア1/f》 ,かつ ,これらの看板が存在するからといつて ,

相手方森山の政務活動事務所において,後援会活動が行われていたとまで

は推認することはできない。また,甲 4の 6の写真の撮影年月日は不明で

ある (前記アu)上 ,平成 28年度内に県議会議員選挙は行われていない

(公知の事実)か ら,仮に選挙時に選挙員が政務活動事務所前の敷地を利

用していたとしても,相手方森山が平成 28年度に政務活動事務所を選挙

活動のために利用していたとい うことにはならない。 さらに,前記アl■lの

事実から政務活動事務所において後援会活動が行われていたことにはな

らないのは,前記 4(21で判示 したのと同様である。



したがって,原告 らの上記主張は採用することができない。

(21 人件費について

ア 原告らは,前記第 2の 4に)アに)の とおり主張する。

イ しかしながら,前記(1)イ のとおり,相手方森山の政務活動事務所におい

て後援会活動等が行われていたということはできず,職員らが政務活動に

専従していなかったとはいえないから,原告らの上記主張は採用すること

ができない。

6 争点幅)(相手方藤野。主張整理表の番号 5)について

(1)広聴広報費について

ア 証拠 (甲 5の 1ないし4,甲 5の 35ないし37)及び弁論の全趣旨に

よれば,次の事実が認められる。

И 相手方藤野は,平成 28年度に,県政レポート作成・郵送費用として

合計 77万 9461円 を支払い,その金額に政務活動費を支出して,収

支報告書を県議会議長に提出した (甲 5の 1ないし4)。

イ)相手方藤野が発行した「ふじのREPORT」 (平成 29年 9月 号,1

0月 。11月 号及び 12月 号)には,相手方藤野の県議会における活動

内容や,国政選挙に関する事項が記載されている。また,前記各号の末

段には,「ふじの良次政務活動事務所 大和郡山市筒井町673-3」 と

記載されている。 (以上,甲 5の 35ないし37)

イ 原告らは,前記第 2の 4(Dア 17の とおり主張する。

しかしながら,相手方藤野の広報紙においては,相手方藤野の活動報告

が記載されており (前記ア1/F》 ,これを見た県民が相手方藤野の活動内容を

把握し,県政に対する意見を提供するきつかけとなるものといえる。また,

国政選挙に関する記載も,相手方藤野の政治的思想・信条を広く知らしめ

る事項であり,県民からの意見を募ることに資するものといえる。そうす

ると,相手方藤野の広報紙は,相手方藤野の県政に関する政策等の広聴広



報活動に資するものであるから,こ れに政務活動費を支出することは許容

されると認められる。

したがつて,原告 らの上記主張は採用することができない。

i2)事務所費について

ア 証拠 (甲 5の 1, 5の 5ないし16, 5の 29ない し31, 5の 34,

乙 5の 1)及び弁論の全趣旨によれば,次の事実が認められる。

171 相手方藤野は,平成 28年度に,政務活動事務所の賃借料 として合計

90万円を支払い,その全額に政務活動費を支出して,収支報告書を県

議会議長に提出した (甲 5の 1, 5の 5ないし 16)。

И 相手方藤野の政務活動事務所が入居する建物を写 した写真 (平成 27

年 3月 撮影)には,「 まぶちすみお 前川きよしげ ふじの良次 民主党

演説会」と記載されたポスターが,同建物の表面に 3枚,側面に 2枚貼

られている様子が写されている (甲 5の 29及び 30)。

(ヴ 政治団体であるサポーターズクラブは,「大和郡山市筒井町 445-

5」 に所在 し,同所に相手方藤野の後援会である「ふ じの良次後援会」

(以下 「藤野後援会」 とい う。)事務所及び同人の親族が代表者を務める

介護支援サービス・エフケイ合同会社 (以下「エフケイ」という。)も所

在 している。同所在地は,相手方藤野の父親の自宅であり,エ フケイは ,

同人宅敷地内のプレハブ小屋に所在 している。(以上,甲 5`の 31,34,

乙 5の 1)

なお,エ フケイは現在閉業している (甲 5の 34,弁 論の全趣旨)。

国 サポーターズクラブの平成 28年度の収支報告書上の支出は, 40万

8000円 である。また,藤野後援会の平成 28年度の収支は,いずれ

も 0円であつた。 (以上,甲 5の 31,弁 論の全趣旨)

イ 原告らは,前記第2の 4(Ыアに)の とおり主張する。

しかしながら,前記アに)の事実のみから,相手方藤野の政務活動事務所
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において選挙活動が行われていたことを推認することはできない。また ,

サポーターズクラブ及び藤野後援会は,エ フケイとともに相手方藤野の父

の自宅敷地内に所在 している (前記ア(ヴ)力S,こ れをもつて同所において

後援会活動を行 うことができないとはいえないし,政務活動事務所におい

て後援会活動が行われていることを推認 させることにもならない。そして ,

サポーターズクラブ及び藤野後援会の収支報告書上の収支が前記ア国の

とお りであるとしても,これをもつて政務活動事務所において後援会活動

等が行われていることを直ちに推認 させることにならないのは,前記 4(2

で判示 したのと同様である。

したがつて,原告 らの上記主張は採用することができない。

(31 人件費について

ア 証拠 (甲 5の 1, 5の 17ないし28)及 び弁論の全趣旨によれば,相

手方藤野は,政務活動職員への給料 として,平成 28年度に 104万 75

00円 を支払い,全額に政務活動費を支出し,収支報告書を県議会議長に

提出した事実が認められる。

イ 原告らは,前記第 2の 4(Dア (ヴのとお り主張する。

しかしながら,相手方藤野の政務活動事務所において後援会活動が行わ

れていたとは認められないことは前記鬱)イ のとおりであるから,同事務所

において稼働 していた職員が,政務活動以外の業務を行つていたとは認め

られない。

したがつて,原告 らの上記主張は採用することができない。

7 争点(6)(相手方中野 〔補助参加人〕。主張整理表の番号 6)について

(1)事務所費について

ア 証拠 (甲 6の 1な いし13, 6の 15ないし20〔枝番を含む。〕, 6の

23及び 24,乙 6の 1な いし3,丙 3)及び弁論の全趣旨によれば,次

の事実が認められる。



И 相手方中野は,平成 28年度に,政務活動事務所の賃借料及び 5台分

の駐車場賃借料として合計 180万 円を支払い,全額に政務活動費を支

出し,収支報告書を県議会議長に提出した (甲 6の 1な い し 13)。

1/F)相 手方中野の政務活動事務所 (奈良県大和郡山市池之内町 461番 )

が所在する敷地上には,「主である建物」と「附属建物」が存在 し,同事

務所は附属建物の 2階に所在 している (乙 6の 1ない し3,丙 3)。

(ヴ 平成 27年 3月 に撮影された写真には,相手方中野の政務活動事務所

が所在する建物の敷地内に 「中野まさふみ連絡所」及び 「自由民主党」

と記載 された看板が立てられている様子が写っている (甲 6の 15)。 ま

た,平成 25年 9月 に撮影 された写真には,前記0の 「主である建物」

に,国会議員である「高市早苗」の名前が記載された看板が掲げられた

様子が写っている (甲 6の 16)。

lILl 相手方中野が代表者を務める政治団体「なら21政経研究会」(政経研

究会)の所在地は奈良県 「大和郡山市田中町 172番 地 3」 であり,政

経研究会の平成 28年度の収支報告書上の収支は,収入が 65万円であ

り,支出は 76万 5400円 であつた (甲 6の 17)。

閉 住宅地図上の奈良県大和郡山市田中町 172番 1には,「 中野雅史」の

表示がある (甲 6の 18)。

")イ
ンターネット上の検索サイ トで 「中野雅史後援会」と検索すると,

相手方中野が代表取締役を務める関西興産の本店所在地である「奈良県

大和郡山市池之内町 461番 地」が検索結果 として表示される (甲 6の

19の 1及び 2)。

ltl 相手方中野の平成 29年度事務所状況報告書には,政務活動事務所の

所在地が 「大和郡山市池之内町 461-3」 であり,後援会事務所 との

兼用であること,賃貸人である関西興産への賃借料は,事務所面積の半

分を政務活動に使用 しているとして,2分の 1の按分率 としていること,



事務所賃借料及び駐車場代の支払に政務活動費を計上 しないことなどが

記載 されている (甲 6の 20)。

(ク)平成 31年 4月 に実施 された県議会議員選挙の際には,相手方中野の

政務活動事務所が所在する建物に,「 中野まさふみ選挙事務所」と記載 さ

れた看板が掲出された (甲 6の 23及び 24,弁 論の全趣旨)。

イ 原告 らは,前記第 2の 4●アИのとお り主張する。

しかしながら,前記ア(ウ及び(ク)の とお り,相手方中野の政務活動事務所

の敷地内に同人の所属政党や国会議員の氏名が記載 された看板が掲げら

れていた時期は平成 25年及び平成 27年であり,選挙事務所の看板が掲

出されていたのも平成 31年であつたため,平成 28年度当時の状況は明

らかではない。また,そ もそも,政務活動事務所の敷地内にこれらの看板

が掲出されていることから,直ちに政務活動事務所において後援会活動が

行われているとはいえないことは,前記 5(1)イ で判示 したのと同様である。

そして,政経研究会の平成 28年の収支は前記ア国のとお りであるが ,

これをもつて,政務活動事務所において後援会活動等が行われていたとは

直ちに推認されないことは,前記 4②で判示 したのと同様である。

さらに,相手方中野の政務活動事務所の賃貸人は,同人が代表取締役を

務める関西興産である (前記アレ)及びm)が ,本件手引においては,議員

が法人の代表者の地位にあり,同法人から事務所を賃借する場合にも,一

定の条件を満たせば同法人への賃借料の支払に政務活動費を支出するこ

とができるとされている(前記第 2の 2に )ウに》。そして,本件手引自体は

法規ではないものの,県議会議員の政務活動費の支出等に関する規律を定

めた本件条例の解釈指針として,平成 28年度の政務活動費に関して適用

される本件条例の最終改正の施行時である平成 25年 3月 に合わせて作

成されていること(乙共 1, 3)に照らすと,本件条例の解釈の参考とする

ことができると解されるところ,本件条例を見ても,県議会議員が代表者
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の地位にある法人への賃借料の支払に政務活動費を支出することができ

ないとい う定めは見当たらない。そ うすると,相手方中野が関西興産に対

して支払 う賃借料に政務活動費を支出することができない とは認められ

ない。

なお,県から交付を受けた政務活動費をどの費目に支出するかについて

は,各議員の判断に委ねられる事柄であるから,相手方中野が平成 29年

度は政務活動費を賃借料に支出していない (甲 6の 20)か らといつて ,

平成 28年度において,賃借料に政務活動費を支出することができないと

い うことにならないのは当然であるし,前記アl■lの ような平成 29年度の

使用実態から,平成 28年度の使用実態が同様であるとは直ちにいえない

のも当然である。

したがつて,原告 らの上記主張は採用することができない。

(2)人件費について

ア 証拠 (甲 6の 1及び 14)及 び弁論の全趣旨によれば,相手方中野は ,

政務活動補助職員への給料 として,平成 28年度に 72万 円を支払い,全

額に政務活動費を支出し,収支報告書を県議会議長に提出したことが認め

られる。

イ 原告らは,前記第 2の 416)ア∽のとお り主張する。

しかしながら,相手方中野の政務活動事務所において,後援会活動等が

行われていたとは認められないことは前記 (1)イ のとお りであり,職員が政

務活動以外の業務に従事 していたとは認められないから,原告らの上記主

張は採用することができない。

8 争点(7)(相手方安井。主張整理表の番号 7)について

(1)広聴広報費について

ア 原告らは,前記第 2の 4(7)ア 0の とお り主張する。

イ しかしながら,本件の全証拠を検討 しても,相手方安井の広報紙の掲載
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内容を具体的に特定することはできないから,原告 らの上記主張は採用す

ることができない。

9)事 務所費にういて

ア 証拠 (甲 7の 1, 7の 4ないし15, 7の 28な いし31, 乙 7の 1)

及び弁論の全趣旨によれば,次の事実が認められる。

171 相手方安井は,平成 28年度に,政務活動事務所の賃借料及び駐車場

賃借料 として合計 45万 9888円 を支払い,そ の うち43万 7280

円に政務活動費を支出し,収支報告書を県議会議長に提出 した (甲 7の

1,7の 4ないし15,28)。

0 相手方安井の政務活動事務所が入居する建物の外観 を平成 27年 3

月に撮影 した写真には,相手方安井の政務活動事務所の存在を示す看板

等は写つていないが,相手方安井の政務活動事務所が所在する部屋の入

口付近の壁面には ,「安井宏一事務所」と記載された看板が掲示されてお

り,同事務所の入 口扉にも,同様の文言が記載されている。また,同事

務所内には,パ ソコンなどが備え置かれた執務机や,椅子が 5つ備えら

れた応接用の机,FAX機 能付き電話機がある。(以上,甲 7の 30,乙

7の 1)。

なお,イ ンターネット上では,同事務所の所在する部屋の賃借料は月

額 3万 5000円 , 占有面積は 17ポ とされている (甲 7の 29)。

(引 相手方安井の後援会である「安井宏一後援会」の平成 28年度の収支

報告書上の収支は,収入が 1万 2900円 ,支出が 1万 4395円 であ

つた (甲 7の 31)。

国 相手方安井は,平成 28年 6月 及び 7月 の事務所賃借料,駐車場代 ,

人件費を按分充当しているが, これは,前記各月に行われた参議院議員

選挙において,候補者佐藤啓の連絡事務所 として使用 したことによるも

のであった (甲 7の 6及び 7,乙 7の 1)。
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イ 原告 らは,前記第 2の 4(7)アイ)の とお り主張する。

しかしながら,相手方安井の政務活動事務所には,外部に看板が掲げら

れてお り,電話機等も備え付けられ,執務机や応接用の机等 も備えられて

いる (前記アに》。そ うすると,本件手引において,政務活動事務所として

賃借料に政務活動費を支出することができる場合 として掲げ られた要件

(前記第 2の 2に )ウИ)を いずれも満たしているといえる。

また,後援会の収支が前記ア(ヴのとお りであったとしても, このことか

ら,相手方安井の政務活動事務所において後援会活動等が行われていたこ

とにならないのは,前記 4(2)で判示 したのと同様である。

そして,前記ア国のとお り,仮に平成 28年 6月 及び 7月 に,政務活動

事務所において政務活動以外の活動を行つたとしても,平成 28年度中の

その他の期間においても,政務活動事務所において政務活動以外の活動が

行われていたと推認することはできない。

したがって,原告 らの上記主張は採用することができない。

(31 人件費にづいて

ア 証拠 (甲 7の 1, 7の 16な いし27)及 び弁論の全趣旨によれば,相

手方安井は,平成 28年度に,政務活動補助職員に対 して合計 60万円を

支払い,そ のうち 57万 0498円 に政務活動費を支出した事実が認めら

れる。

イ 原告 らは,前記第 2の 4(7)ア (りのとお り主張する。

しか しながら,前記 (21イ のとお り,相手方安井の政務活動事務所におい

て,後援会活動等の活動が行われていたとは認められず,これらの活動に

政務活動補助職員が従事 していたとは認められないから,原告らの上記主

張は採用することができない。

9 争点(81(相手方奥山。主張整理表の番号 8)・ について

(1)事務所費について
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ア 証拠 (甲 8の 1な いし3, 8の 7ないし11,乙 8の 1)及び弁論の全

趣旨によれば,次の事実が認められる。

И 相手方奥山は,平成 28年度に,政務活動事務所の賃借料 として合計

42万円を支払い,そ の全額に政務活動費を支出し,収支報告書を県議

会議長に提出した (甲 8の 1及び 2)。

0 相手方奥山の政務活動事務所は,奈良県香芝市磯壁 3丁 目97-2に

所在する建物の 2階にあり,1階にある扉を開けて階段を登ると,「奈良

県議会議員 奥山博康」と記載された看板が, 2階の扉の横に掲出され

ている (乙 8の 1)。

り 平成 27年 4月 及び平成 28年 1月 に撮影された,相手方奥山の政務

活動事務所が所在する建物の外観を撮影 した写真には,同建物 1階の扉

の横に「かしば 21世紀倶楽部 おくやま博康 後援会事務所」 と記載

された看板が掲出されている様子が写っていた (甲 8の 3及び 7)。 また ,

平成 31年 3月 に撮影 された同建物付近の写真には,同建物 1階の扉の

横に,前記看板 と同様の看板が掲出された様子が写つていた (甲 8の 1

0及び 11)。

なお,平成 28年 1月 以降に,前記看板は同所から撤去されていた (弁

論の全趣旨 〔平成 30年 10月 15日 付け原告ら準備書面(a・ 3頁〕)。

い)相手方奥山が代表を務める 「かしば 21世紀倶楽部 (お くやま博康後

援会 )」 の主たる事務所所在地は,奈良県「香芝市今泉 328-2」 であ

る。また,同後援会の平成 28年度の収支報告書上の収支は,収入が 1

22万 0005円 ,支出が 51万 7851円 であつた。なお,同後援会

事務担当者は,後記lalの社会福祉法人の施設長であり,連絡用の電話番

号は,携帯電話のものであった。 (以上,甲 8の 8及び 9)

lal 相手方奥山が代表者を務める社会福祉法人博寿会の主たる事務所の

所在地は,「奈良県香芝市平野 23-1」 であり,同法人は奈良県香芝市
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今泉 328-1に 土地及び建物を所有 している (甲 8の 9)。

イ 原告らは,前記第 2の 4(3ア 17の とお り主張する。

確かに,相手方奥山の政務活動事務所へ向か う階段前の扉の横に,相手

方奥山の後援会の看板が掲出されていたことがあり,県議会議員選挙の際

にもこれが掲げられている (前記ア(勁 )。

しかしながら,後援会事務所は,政務活動事務所 とは異なる場所に存在

している (前記ア0及びい)し ,前記看板は,平成 28年 1月 以降に撤去

され,平成 31年 3月 の選挙時には再度同じ場所に掲出されている (前記

アロ )。 このことからすれば,相手方奥山の後援会は,相手方奥山の政務活

動事務所において後援会活動を行 う必要が生 じた際に,適宜同事務所を利

用 して活動 していたものと認めるのが自然である。そして,本件の全証拠

に照らしても,平成 28年度中に,相手方奥山の政務活動事務所において

後援会活動が行われていたことを示す証拠は見当たらない。そ うすると,

平成 28年度内に,相手方奥山の政務活動事務所において,後援会活動等

が行われていたとは認められない。

また,相手方奥山の後援会事務所の収支は前記ア国のとお りであるが ,

この事実から,相手方政務活動事務所において後援会活動が行われていた

とはいえないことは,前記 4(2)で判示 したのと同様である。

さらに,相手方奥山の後援会事務所 と前記社会福祉法人の所在地は,そ

の地番に照らすと,隣地であると推認することができ,かつ,相手方奥山

の親族が後援会事務所の事務担当と前記社会福祉法人の施設長を兼任 し

ているのは前記ア国及びいのとお りであるが,こ のことから,後援会活動

が相手方奥山の政務活動事務所において行われていたと推認することは

できない。

したがつて,原告らの上記主張は採用することができない。

12)人件費について
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ア 証拠 (甲 8の 1, 8の 4ないし6)及び弁論の全趣旨によれば,相手方

奥山は,平成 28年度に,政務活動補助職員 3名 に対 して,合計 108万

9000円 を支払い,その全額に政務活動費を支出した事実が認められる。

イ 原告 らは,前記第 2の 4(8アに)の とお り主張する。

しかしながら,前記 (1)イ のとお り,相手方奥山の政務活動事務所におい

て後援会活動等が行われていたとは認められず,こ れ らの活動に職員が従

事 していたとは認められないから,原告らの上記主張は採用することがで

きない。

10 争点0)(相手方小泉。主張整理表の番号 9)について

(1)事務所費について

ア 証拠 (甲 9の 1な いし3, 9の 6及び 7, 9の 9ないし12)及 び弁論

の全趣旨によれば,次の事実が認められる。

И 相手方小泉は,政務活動事務所の賃借料及び同事務所の警備費並びに

駐車場の賃借料として,平成 28年度に合計 123万 8688円 を支払

い,その全額に政務活動費を支出し,収支報告書を提出している (甲 9

の 1な いし 3)。

0 平成 25年 9月 には,相手方小泉の政務活動事務所の前面に,「堀井い

わお 後援会連絡所」と記載 された看板や ,「高市早苗」,「 /1ヽ泉米造」と

記載 された看板 ,「元気な奈良県をあなたと 1 奈良県議会議員小泉米造

事務所 後援会泉栄県政会」と記載 された看板等が掲出されていた (甲

9の 6及び 7)。

また,平成 31年 4月 1日 には,相手方小泉の政務活動事務所に 「小

泉米造 選挙事務所」と記載 された看板が設置されていた (甲 9の 11

及び 12)。

切 相手方小泉が代表者を務める「泉栄県政会」の主たる事務所所在地は ,

奈良県 「大和郡山市九条町 797-1」 であった。また,泉栄県政会の
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平成 28年度の収支報告書上の収支は,収入が 119万 4041円 ,支

出が 121万 8409円 であり,支出の中で,組織活動費は 45万 33

22円 ,機関紙誌の発行事業費は 39万 2045円 ,経常経費は 37万

3042円 ,人件費は 0円であつた。 (以上,甲 9の 9)

l‐l 相手方小泉の政務活動事務所及び泉栄県政会名義の広報紙 (平成 30

年 1月 発行)には,相手方小泉及び泉栄県政会幹部の新年の挨拶文や ,

相手方小泉の活動報告等が記載されてお り,同紙 3頁 (最上部に「泉栄

県政会だより」と記載 された頁)には,「ノJヽ泉米造の相談室」として,相

手方小泉の政務活動事務所の所在地である奈良県大和郡山市九条町 23

8-4の 住所及び電話番号が記載 されていた。なお,同電話番号は,相

手方小泉の後援会の連絡用電話番号とは異なるものであつた。(以上,甲

9の 9及び 10,弁 論の全趣旨)

イ 原告 らは,前記第 2の 4(9)アИのとお り主張する。

しかしながら,泉栄県政会の事務所は,政務活動事務所とは異なる場所

に所在する (前記アリ及び国 )Lま た,相手方小泉の政務活動事務所が,選

挙の際の連絡事務所や選挙事務所 として利用 されていたことは前記ア(イ )

のとお りであるが,こ のことから,平成 28年度内において,政務活動事

務所において後援会活動が行われていたとい うことを推認することはで

きない。

また,泉栄県政会の平成 28年度の収支は前記ア(りのとお りであるが ,

このことから,相手方小泉の政務活動事務所において後援会活動が行われ

ていたと推認することができないことは前記 4(2で判示 したのと同様で

ある。

さらに,相手方小泉の広報紙中,泉栄県政会だよりと記載された頁の下

部に,相手方小泉への相談室という表題で,相手方小泉の政務活動事務所

の住所や電話番号が記載されている (前記アl‐l)が ,同記載をもつて,相
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手方小泉の後援会活動が政務活動事務所で行われていたとは認められな

い 。

したがつて,原告らの上記主張は採用することができない。

(2)人件費について

5    ア 証拠 (甲 9の 1, 9の 4及び 5)及び弁論の全趣旨によれば,相手方小

泉は,平成 28年度に,政務活動補助職員 2名 に対 して合計 132万 円を

支払い,その全額に政務活動費を支出したことが認められる。

イ 原告 らは,前記第 2の 40アイ)の とお り主張する。

しかしながら,前記 (1)イ のとお り,相手方小泉の政務活動事務所におい

lo     て後援会活動等の活動が行われていたとは認められず,これ らの活動に職

員が従事 していたとは認められないから,原告らの上記主張は採用するこ

とができない。

(a 事務費について

ア 証拠 (甲 9の 1及び 8)及び弁論の全趣旨によれば,相手方小泉が,平

15     成 28年度に;政務活動専用のパソコンを 6万円で購入 し,その全額に政

務活動費を支出した事実が認められる。

イ 原告らは,前記第 2の 40ア (ヴのとお り主張する。

しかしながら,前記 (1)イ のとお り,相手方小泉の政務活動事務所におい

て後援会活動等の活動が行われていたとは認められず,前記パソコンがこ

20     れらの活動に用いられていたとは認められないから,原告 らの上記主張は

採用することができない。

11 争点仁0(相手方中村。主張整理表の番号 10)に ついて    |

(1)原告 らは,前記第 2の 4は0ア のとお り主張する。

②  しかしながら,本件の全証拠を検討 しても,相手方中村の広報紙の掲載内

25    容を具体的に特定することはできないから,原告らの上記主張は採用するこ

とができない。



ア

　

イ

２

　

１

１
■ 争点国 (相手方川口。主張整理表の番号 11)に ついて

広聴広報費について

原告らは,前記第 2の 4仁動アИのとお り主張する。

しかしながら,本件の全証拠を検討 しても,相手方川 口の平成 28年度

発行の広報紙の記載内容を具体的に特定することはできないか ら,原告ら

の上記主張は採用することができない。

人件費について

証拠 (甲 11の 1, 11の 5ない し12, 11の 14及び 15,乙 11

の 1)及び弁論の全趣旨によれば,次の事実が認められる。

И 相手方川口は,平成 28年度に,政務活動補助職員 3名 に対 して合計

265万 3608円 を支払い,その全額に政務活動費を支出し,収支報

告書を県議会議長に提出した (甲 11の 1, 11の 5ないし 7)。

に)相手方川回は,平成 28年度の電気代及び電話代について,その総額

の 3分の 1について,事務所費及び事務費として政務活動費を支出した

(甲 11の 1, 11の 8ないし 11)。

(ヴ 相手方川回の後援会である 「川 口正志後援会」の所在地は 「奈良県御

所市柏原 273」 であり,同後援会の平成 28年度の収支報告書上の収

支は,収入が 462万 7700円 ,支出が 354万 3972円 であつた。

また,収入のうち 300万 円は政治団体からの寄附であり,支出の うち ,

機関紙誌の発行事業費が 116万 9884円 ,人件費が 0円 であつた。

(以上,甲 11の 12)

国 奈良県中小企業連合会 (以下「中企連」という。)は ,相手方川 口が代

表者を務める任意団体であり,法人会員が 650件 ,個人会員が 450

0件である。また,中企連の御所事務所の電話番号は,相手方川 口の政

務活動事務所の電話番号と同一である。 (以上,甲 11の 14及び 15,

乙 11の 1)
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l■l 相手方川 口の政務活動事務所が所在する建物には,中企連及び相手方

川 回の後援会事務所が所在 している。そして,政務活動事務所には,中

企連職員 3名 と,相手方川口が雇用 した政務活動補助職員 4名 が勤務 し

ていた。 (以上,乙 11の 1)

原告 らは,前記第 2の 4回ア0の とお り主張する。

確かに,4名 の職員が雇用されていたことは,他の議員 と比較 しても多

数であるとはいえる。

しかしながら,前記アの各事実に照らしても,相手方川 回の政務活動事

務所において職員 らが後援会活動を行つていたとは認められない。また ,

政務活動事務所の賃借料に政務活動費を按分充当した場合に,職員の人件

費も同率で按分充当しなければならないとい う定めは存在 しない。 さらに ,

川口正志後援会の平成 28年度の収支は前記アリのとお りであるが,こ の

ことから,相手方川 口の職員が後援会活動等を行つていたと推認すること

ができないのは前記 4(2の とお りである。そして,相手方川 国の広報誌の

発行者は同人の後援会であるが (甲 11の 4及び 13),こ のことをもつて ,

相手方川 口が雇用 した職員が後援会活動を行つていた と推認することも

できない:

したがつて,原告 らの上記主張は採用することができない。

争点υ (相手方田尻。主張整理表の番号 12)に ついて

広聴広報費について

原告 らは,前記第 2の 4回アИのとお り主張する。

しかしながら,本件の全証拠を検討 しても,相手方田尻の広報紙の掲載

内容を具体的に特定することはできないから,原告らの上記主張は採用す

ることができない。

② 事務所費について

ア 証拠 (甲 12の 1, 12の 5ないし10, 12の 23ないし25)及び



弁論の全趣旨によれば,次の事実が認められる。

И 相手方田尻は,政務活動事務所の賃借料及び光熱費等並びに駐車場の

賃借料として,平成 28年度に合計 89万 0798円 を支払い,その全

額に政務活動費を支出し,収支報告書を県議会議長に提出 した (甲 12

の 1, 12の 5ないし 10)。

イ)相手方田尻の後援会である「たじりたくみ後援会」及び 「たじりたく

み励ます会」は,いずれも相手方田尻の自宅を主たる事務所の所在地と

して収支報告書が提出されている。平成 28年度の収支報告書上の支出

は,「たじりたくみ後援会」力`46万 0031円 ,「たじりたくみ励ます

会」が 0円であつた。 (以上,甲 12の 23及び 24,弁 論の全趣旨)

u 相手方田尻のホームページには,「県政事務所のご案内」 として,「奈

良県政への要望・陳情など お気軽にご相談 ください」と記載 され,同

人の政務活動事務所の所在地や電話番号が記載されている (甲 12の 2

5)。

イ
′
原告らは,前記第 2の 4回ア0の とお り主張する。

しかしながら,後援会の事務所が相手方田尻の自宅に置かれている事実

から,同事務所において後援会活動が行われず,政務活動事務所において

後援会活動が行われていたと推認することはできない。また,前記ア(ヴの

相手方田尻のホームペニジの記載は,県民の声を取り入れ,こ れを県政に

反映させるとい う点において政務活動そのものであって,こ れを後援会活

動と解することはできない。そして,相手方田尻の各後援会の平成 28年

度の支出は前記アИのとおりであるが, このことから,相手方田尻の政務

活動事務所において後援会活動が行われていた と推認することができな

いことは,前記 4(2)で判示したのと同様である。

したがつて,原告 らの上記主張は採用することができない。

(3)人件費について
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ア 証拠 (甲 12の 1,12の 11ないし22)及び弁論の全趣 旨によれば ,

相手方田尻は,平成 28年度に,政務活動補助職員 2名 に対 して合計 10

3万 5000円 を支払い,そ の全額に政務活動費を支出した事実が認めら

れる。

原告らは,前記第 2の 41121アに)の とおり主張する。

しかしながら,前記②イのとおり,相手方田尻の政務活動事務所におい

て後援会活動等の活動が行われていたとは認められず,これらの活動に職

員が従事していたとは認められないから,原告らの上記主張は採用するこ

とができない。

争点(3)(本目手方田中。主張整理表の番号 13)について

広聴広報費について

原告らは,前記第 2の 4仁0ア 171の とおり主張する。

しかしながら,本件の全証拠を検討しても,相手方田中の広報紙の掲載

内容を具体的に特定することはできないから,原告らの上記主張は採用す

ることができない。

資料購入費について

証拠 (甲 13の 1, 13の 7ないし10)及び弁論の全趣旨によれば,

相手方田中は,平成 28年度に,「昭和天皇実録」第 8巻ないし第 12巻の

購入費として合計 1万 0205円 ,「中央公論」及び「文芸春秋」の各同年

11月 号の購入費として合計 1810円 をそれぞれ支払い,その全額に政

務活動費を支出したこと,ま た,相手方田中は,平成 29年 1月 分の新聞

(統合朝日,奈良新聞及び奈良日日新聞)購読料として合計6977円 を

支払ったが,その 2分の 1の按分割合で, うち3488円 について政務活

動費を支出し,収支報告書を県議会議長に提出したことが認められる。

被告は,前記第 2の 4(13)イ 0の とおり主張する。

まず,新聞購読料については,新間の銘柄に照らし,議員が行う活動の
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ために必要な図書,資料等の購入に要する経費 とい うことができるから,

2分の 1の按分害J合で 3488円 の限度で政務活動費を支出 したことが

使途基準に適合 しない違法な支出とい うことはできない。

次に,相手方田中が購入 した「中央公論」及び「文芸春秋」については ,

当該雑誌の内容や性質に照らし,一般には国民が娯楽的なもの又は教養的

なものとして購入するものと考えられ,県政の課題を分析する視点を得る

ために効果的であるといえるか甚だ疑間が残るところであるから,議員が

行 う活動のために必要な図書,資料等の購入に要する経費とい うことはで

きず,その購入費合計 1810円 に政務活動費を支出したことは,使途基

準に適合 しない違法な支出といわざるを得ない。

次に,相手方田中が購入 した 「昭和天皇実録」については,そ の記載内

容等にういては明らかではないものの,書籍名に照らす と,昭和天皇の生

涯や出来事を中心に編纂された歴史書の性質を有するものと考えられ,県

政 との関係でどのような点が議員の行 う活動に資することになるのかは

明らかではない。そ うすると,「昭和天皇実録」の購入費合計 1万 0205

円について,議員が行 う活動のために必要な図書,資料等の購入に要する

経費に当たるとは認めることはできないから,こ の購入費に政務活動費を

支出したことは,使途基準に適合 しない違法な支出とい うべきである。

ウ 相手方田中は,平成 28年度の政務活動費として336万円を受領し,
合計 326万 8549円 を支出して,残余額として9万 1451円 を県に

返還しているから,前記イの違法な政務活動費の充当部分合計 1万 201

5円 について,法律上の原因なく利得し,県は,同額の損失を被っている

ことになる。したがって,県は相手方田中に対して, 1万 2015円 分の

不当利得返還請求権を有しており,かつ,その行使を怠っている。

なお,本件全証拠に照らしても,相手方田中が上記不当利得金の発生に

つき悪意であったと認められる事情はないから,法定利息 (民法 704条



前段)の支払請求の義務付けは認められない。

5 争点回 (相手方秋本。主張整理表の番号 14)に ついて

(1)証拠 (甲 14の 1ないし7,乙 14の 1及び 3)及び弁論の全趣旨によれ

ば,次の事実が認められる。

ア 相手方秋本は,政務活動補助職員 2名 を雇用 し, うち 1名 の給料の全額

及び他の 1名 の給料の 2分の 1の合計 238万 4920円 に政務活動費を

支出し,収支報告書を提出している (甲 14の 1ないし 3)。

イ 相手方秋本のホームページには,後援会事務所の所在地として,「奈良県

五條市住川町 1163-2Jと い う記載があったが,平成 29年 3月 頃 ,

「奈良県五條市二見 5丁 目4-2」 とい う記載に変更された (甲 14の 4,

乙 14の 1及び 3)。

ウ 相手方秋本の後援会である「秋本としつぐ後援会」の平成 28年度の収

支報告書上の主たる事務所の所在地は ,「奈良県五條市二見 5丁 目4番 2号」

であつた (甲 14の 6)。

工 相手方秋本の広報誌である「まいしん」の平成 28年 1月 号には,「五條

市住川町 1163-2」 及び 「後援会 広報部」とい う記載があった (甲

14の 5)。

オ 奈良県議会議員のホームページなどをまとめたインターネットサイ トに

は,相手方秋本の事務所として,「五條市住川町 1163-2」 及び同人の

後援会事務所の電話番号が記載 されていた (甲 14の 6及び 7)。

② 原告 らは,前記第 2の 4 uJア のとお り主張する。

しかしながら,相手方秋本の後援会事務所は,同人の政務活動事務所とは

別の場所に置かれている (前記(1)ウ )。 また,相手方秋本は,雇用する職員の

うち, 1名 についてはその給料の 2分の 1に のみ政務活動費を支出している

ところ,同職員については後援会活動も担当していること (乙 14の 1)か

ら,同人が広報誌の後援会広報部の所在地欄に政務活動事務所の所在地及び



電話番号を誤記 していたとしても,不 自然とはいえない。 さらに,相手方秋

本のホームペニジ上の所在地の表示も,同様の理由からなされていたものと

考えられる。そして,原告 らが指摘する前記(1)オの事実は,県議会議員 自身

が申告 した内容であるとは認められず,こ れをもつて,職員全員が後援会活

動を行っていたと推認することはできない。

なお,原告らは,平成 31年 4月 の県議会議員選挙時の相手方秋本の政務

活動事務所等の写真 (甲 14の 8及び 9)を提出するが,本件 との関連性が

ない。

したがつて,原告らの上記主張は採用することができない。

16 争点固 (相手方西川。主張整理表の番号 15)に ついて

(1)証拠 (甲 15の 1ないし25,15の 29な い し15の 31〔枝番を含む。〕,

乙 15の 1ないし26)及び弁論の全趣旨によれば,次の事実が認められる。

ア 相手方西川は,平成 28年 4月 から同年 5月 までの間,「正視」及び「裕

子」の 2名 を政務活動補助職員 として雇用 し,同年 6月 から平成 29年 3

月までの間は 「裕子」及び 「明広」の 2名 を同職員として雇用 した。そ し

て,同人らの給与の合計 482万 円の 2分の 1の 241万 円に政務活動費

を支出し,収支報告書を県議会議長に提出した (甲 15の 1ないし23,

乙 15の 1ない し26)。

イ 相手方西川の後援会である「均和会」の平成 28年度の収支報告書上の

収支は,収入が 260万 円,支出が 249万 4968円 であり,支出の う

ち,人件費は 0円であつた (甲 15の 25)。

ウ 前記 「均和会」の会計責任者は,平成 28年度が「吉田裕子」,平成 29

年度が 「吉田明広」であった (甲 15の 25及び 31)。

工 相手方西川が平成 29年度に雇用 した政務活動補助職員の給料は,平成

29年 4月 及び同年 5月 は月額 35万円,同年 6月 以降は月額 30万円で

あつた (甲 15の 29の 1な いし15の 30)。



オ 奈良県市民オンブズマンが相手方西川に対 して送付 した公開質問状に対
し,同人は,平成 28年度に同人に雇用されていた職員が合計 3名存在す

ること,平成 28年 4月 段階に雇用 していた職員 2名 はいずれ も退職を希

望 してお り,そのうちの 1名 は 5月 で退職 したこと,その余の 1名 は引継

ぎのために平成 28年度中は残留 したこと,同年 6月 から新たな政務活動

補助職員が雇用されたこと,新たに雇用 した職員の給料は,通年 した平均

月額 として 30万円を想定していたが,当初は月額 18万円で雇用 し,後

に 28万円,46万 円と増額 し,同職員の平成 28年度中の平均月給は 2

6.6万 円となったことなどを回答 した (甲 15の 24)。

(2)原告らは,前記第 2の 41151ア のとお り主張する。

しかしながら,相手方西川が雇用する職員の給料については,相手方西川

と各職員 との間において締結される雇用契約によるものであり,給料の金額

が変動 しているとしても,人件費として政務活動費を支出できないとい う理

由はない。

また,前記 「均和会」力ヽ収支報告書において人件費を計上していなかった

からといって,相手方西川の職員が同人の親族であると推認することはでき

ない。

したがつて,原告らの上記主張は採用することができない。

争点仁0(相手方松尾。主張整理表の番号 16)に ついて

証拠 (甲 16の 1な いし3,乙 16の 1ないし3)及 び弁論の全趣旨によ

れば,次の事実が認められる。

ア 相手方松尾は,平成 28年度に政務活動補助職員 1名 を雇用 し,給料と

して合計 240万 円を支払い,その 2分の 1である 120万 円の政務活動

費を支出したとして,収支報告書を県議会議長に提出した (甲 16の 1及

び 2)。

イ 相手方松尾の後援会である「松尾いさお後援会」の平成 28年度の収支
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報告書上の収支は,収入が 240万 円であり,その うち 216万 円は個人
からの寄附であった。また,支出は 238万 6589円 であ り,そ のうち

人件費は 60万円であった。 (以上,甲 16の 3)

ウ 相手方松尾の職員に支払われた給料合計 240万 円の うち, 120万 円
に政務活動費が支出され、残 りの 120万 円の うち, 60万円を相手方松
尾が, 60万円を後援会が支払った (乙 16の 1ないし 3)。

(2)原告 らは,前記第 2の 4仁 0ア のとお り主張する。

しか しながら,相手方松尾は, 自身も60万 円を支出して職員に給料を支

払ってお り,政務活動費を支出した 120万 円と,後援会が支出した人件費
である60万円の差額全てが違法とはいえない。

もっとも,相手方松尾の後援会が政務活動補助職員へ支払った 60万 円は ,

後援会 との雇用契約に基づく人件費と考えるのが合理的である。そ うすると,

相手方松尾が政務活動補助職員に対 して支払つた給料は,政務活動費を支出

した 120万 円と,相手方松尾個人が負担 した 60万円を合計 した 180万

円であると認められ,稼働実態による按分ができない以上,政務活動費を支

出することができるのは,その 2分の 1である 90万円であると認められる。
したがつて,相手方松尾が人件費として支払った政務活動費 120万 円の

うち,充 当が許される 90万円を除いた 30万円については,違法な政務活
動費の支出というべきである。

(3)相手方松尾は,平成 28年度の政務活動費として 336万 円を受領 し,合
計 277万 3978円 を支出して,残余額 として 58万 6022円 を県に返
還 している (甲 16の 1)か ら,前記の違法な政務活動費の充当額分につい

て,相手方松尾は,法律上の原因なく利得 し,県は損失を被っている。 した
がつて,県は相手方松尾に対して, 30万円の不当利得返還請求権を有 して

お り,かつ,そ の行使を怠っている。

なお,本件全証拠に照らしても,相手方松尾が上記不当利得金の発生につ
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き悪意であったと認められる事情はないから,法定利息 (民法 704条 前段 )
の支払請求の義務付けは認められない。

8 争点u71(相手方松本。主張整理表の番号 17)に ついて

(1)証拠 (甲 17の 1ないし3,乙 17の 1ないし3)及び弁論の全趣旨によ
れば,次の事実が認められる。

ア 相手方松本は,平成 28年度に政務活動補助職員 2名 を雇用 し,給料と
して合計 384万 円を支払い,その 2分の 1である 192万 円の政務活動
費を支出したとして,収支報告書を県議会議長に提出した (甲 17の 1及
び 2)。

イ 相手方松本の後援会である「松本宗弘後援会」の平成 28年度の収支報
告書上の収支は, ともに 108万 円であった。また,収入のうち, 48万
円は相手方松本からの寄附であった。そ して,支出は全て人件費であった。

(以上,甲 17の 3)

ウ 平成 28年度において,相手方松本の職員のうち,1名 (以下「職員 A」
とい う。)には給料 として合計 216万 円が支払われ,そ のうち,lo8万
円に政務活動費が支出され,残 りの 108万 円を後援会が支払った。また ,

残 りの 1名 (以下「職員 B」 とい う。)に は,給料として合計 168万 円が
支払われ,そのうち, 84万円に政務活動費が支出され,残 りの 84万 円
を相手方松本の親族が代表者を務める松本運送が支払った。(以上,乙 17
の 1ないし3)

9)被 告は,前記第 2の 4ロイのとお り主張する。
しかしながら,相手方松本の後援会が職員Aに支払った lo8万 円は,後
援会との雇用契約等に基づく人件費と考えるのが合理的である。そ うすると,

相手方松本が職員 Aに対 して支払った給料は,政務活動費を支出した lo8
万円であると認められ,稼働実態による按分ができない以上,政務活動費を
支出することができるのは,その 2分の 1である 54万 円であると認められ



る。

したがつて,相手方松本が職員 Aに対 して人件費として支払った政務活動
費 108万 円の うち,充当が許される 54万円を除いた 54万円については ,

違法な政務活動費の支出とい うべきである。

また,松本運送が職員 Bに支払つた 84万円は,松本運送が職員 Bと の間
で締結 した雇用契約に基づき負担する賃金であると考えるのが合理的である。

そうすると,相手方松本が職員 Bに対 して支払った給料は,政務活動費を支
出した 84万円であると認められ,稼働実態による按分ができない以上,政
務活動費を支出することができるのは,そ の 2分の 1である42万 円である
と認められる。

したがつて,相手方松本が職員 Bに対 して人件費として支払った政務活動
費 84万円のうち,充当が許される42万 円を除いた42万円については ,

違法な政務活動費の支出とい うべきである。

旧)相手方松本は,平成 28年度の政務活動費 として 336万 円を受領 し,合
計 229万 9485円 を支出して,残余額として lo6万 0515円 を県に
返還 している (甲 17の 1)か ら,前記の違法な政務活動費の充当額分につ
いて,相手方松本は,法律上の原因なく利得 し,県は損失を被っている。 し
たがつて,県は相手方松本に対 して , 96万円分の不当利得返還請求権を有
してお り,かつ,その行使を怠っている。

もっとも,原告 らは,被告に対 し,相手方松本に対して 84万円の限度で
返還を請求するよう求めているから, 84万円の範囲内で返還を義務付ける
ことができるにとどまる。

なお,本件全証拠に照らしても,相手方松本が上記不当利得金め発生につ
き悪意であったと認められる事情はないから,法定利慶、(民法 704条 前段 )
の支払請求の義務付けは認められない。

19 総括



以上のとおり,相手方田中,同松尾及び同松本を除く相手方らによる政務
活動費の支出が使途基準に適合しない違法な支出であると認めることはでき

ない。

原告らのこれまでの主張に鑑み,関係証拠を改めて検討しても,上記の認
5    定判断を左右するに足りない。

他方,相手方田中,相手方松尾及び神手方松本については,別紙「認容額
一覧表」の「相手方」欄に対応する「認容額」欄記載の金額について,政務
活動費の違法な支出が認められる。

第4 結論

Ю    以上のとおりであるから,原告らの請求は,別紙「認容額一覧表」の「相手
方」欄記載の相手方に対して同別紙「認容額」欄記載の金員の支払を請求する

よう求める限度で理由があるからこれを認容することとし,その余の請求は理
由がないからこれを棄去,することとして,主文のとおり判決する。

奈良地方裁判所民事部

裁判長裁判官    島   岡   大   雄

裁半J官  千 葉 沙 織

裁判官    佐 々 木   健   詞
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(別紙)認容額一覧表

相手方 認容額

田中惟允 1万 2015円

松尾勇臣 30万 円

松本宗弘 84万 円

以  上
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請求相手方別請求金額一覧表

♭ル



£88tLO― ll百半

これ は正本である。

令和元年 9月 17日

奈良地方裁判所民事部

裁判所書記官 大 野 祐 之

奈良 11‐ 011883


